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Ⅰ．はじめに                       

技術検定は、建設業者が工事現場に配置しなければならない監理技術者や主任技

術者になることができる施工管理技士の資格を与える国家試験であり、建設業法上

の技術者制度において中心的な役割を担っている。 

この技術検定に関し、複数の建設企業において、受検要件となっている実務経験

年数を満たさない者が技術検定を受検して不正に施工管理技士の資格を取得し、さ

らにこれらの職員を建設業法上の技術者として配置しているなどの事態が発生し

た。 

今回の事態は、当該建設企業への信頼の低下にとどまらず、建設業法上の技術者

制度そのものの信頼が揺らぐこととなり、ひいては、建設生産物の品質や安全性に

疑念が注がれることにつながりかねない由々しき問題である。 

今回の不正の対象となっている実務経験とは、施工に直接的に関わる技術上の職

務経験であり、建設業の技術者にとって重要な要素である。 

建設業は、下請業者も含めた多数の者による総合組立生産、天候等に左右されや

すい現地屋外生産であり、発注者は建設業者の技術力を信頼し施工を託すという施

行の特性を有している。また、建設生産物は、一品受注生産であり予め品質を確認

できない、完成後は瑕疵の有無確認が困難、長期間不特定多数の者に利用されるな

どの特性を有している。 

このような特性のある建設生産物の品質を確保し、その品質を維持していくため

には、「建設業者が組織として有する技術力」とともに「現場に配置される技術者

が個人として有する技術力」が極めて重要となるが、技術者個人の技術力について

は、知識とともに、工事現場で一定の実務経験を積むことにより、初めて現場での

応用能力を身につけることができるとして、実務経験が重視されている。 

今、建設業界では、現場の急速な高齢化と若者離れが深刻化する中、限りある人

材の有効活用と若者の入職促進による将来の担い手の確保が急務となっている。 

このような状況の中、昨年 6月に建設業法が改正・公布され、監理技術者が複数

の工事現場を兼務できる制度や、専門工事一括管理施工制度など、適正な施工の確

保に留意しつつ、技術者の配置を合理化する規定が設けられた。 

このような建設業法の改正は、適正な技術検定に基づき、技術力を有する技術者

が配置されていることが大前提となっている。 

国や建設業者などの建設業に携わる関係者は、技術検定の不正は、資格を不正に

取得することにとどまらない影響を認識し、今回の提言でとりまとめた不正受検防

止対策を早急に進め、今後、二度とこのような事態が生じないよう、これらの取り

組みを継続して進めていくことが求められる。 
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Ⅱ．本検討会の設置目的                  

令和元年 12 月、大和ハウス工業（株）から、技術検定に関し、同社の職員が保

有する施工管理技士について、受検時における実務経験に不備があったことなどが

プレスリリースされ、国土交通省にも報告された。その後、西武建設（株）・西武

造園（株）や水道機工（株）・（株）水機テクノスなど、他の企業においても同様の

事例が発覚した。 

これを受け、国土交通省は、同社に対し原因の究明や再発防止策の徹底などを指

示するとともに、同様の不正受検が発生しないよう関係業団体に周知を行うなどの

措置を講じてきた。 

技術検定の合格者は、建設業法に基づき「施工管理技士」の名称を付与され、建

設業許可登録時の営業所専任技術者や工事現場において監理技術者・主任技術者と

して多くの者が配置されており、今回の事態は、建設工事の適正な施工を確保する

ための技術者制度の信頼性を損ないかねない問題である。 

今回の不正事案に対して、技術検定の受検プロセスにおける課題を把握した上で、

実現性のある再発防止対策の検討を行う必要がある。 

このような状況から、学識有識者や関係業団体等を委員とする「技術検定不正受

検防止対策検討会」（以下、「本検討会」という。）が設置された。今回、不正受検

事案の発生要因等を踏まえ、不正受検の防止対策について検討を行い、提言として

公表するものである。 

 

【本検討会の構成】 

本検討会は、次に掲げる 13名の委員により構成された。 

委員長 遠藤 和義  工学院大学副学長・建築学部建築学科教授 

委 員 伊田登喜三郎 （一社）全国建設業協会 協議員（建設生産システム委

員会委員） 

釜石 英雄※  厚生労働省 人材開発統括官付能力評価担当 参事官（第 1,2回） 

北内 正彦  （一社）日本建設業連合会 常務執行役 

木下 誠也  日本大学危機管理学部 教授 

楠  茂樹  上智大学大学院法学研究科 教授 

芝  一治  （一社）日本空調衛生工事業協会 副会長 

田中日出男 （一社）日本電設工業協会 技術・安全委員会委員 

丹羽 秀夫  公認会計士・税理士 

野下 えみ  弁護士 

藤原 正秀  京都府建築施工管理技士会 

吉田 哲也  （一社）建設電気技術協会 理事 

渡邉  隆  （一社）全国土木施工管理技士会連合会 理事 

山地あつ子※ 厚生労働省 人材開発統括官付能力評価担当 参事官（第 3,4回） 

※釜石英雄委員は 9月 15日に委員を退任し、山地あつ子委員が新たに就任された 
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【審議の経緯】 

 第１回検討会 令和 2年 8月 4日（火） 

○実務経験不備事案の概要について 

○技術検定制度における実務経験の意義について 

○検討の視点（案） 

○今後の進め方について 

 第２回検討会 令和 2年 8月 31日（月） 

○第１回検討会での委員意見と段階別整理 

○実務経験の確認方法の改善、認識不足防止等について 

○虚偽申請の抑止策、試験内容の見直し（案）について 

○今後の進め方について 

 第３回検討会 令和 2年 10月 9日（金） 

○これまでの委員意見と対応方針について 

○不正受検等に対するペナルティに関する考え方について 

○技術検定不正受検防止対策に関する提言（骨子）について 

○今後の進め方について 

 第４回検討会 令和 2年 10月 29日（木） 

○これまでの委員意見と対応方針について 

○不正受検防止のための個別対策（修正）について 

○技術検定不正受検防止対策に関する提言（案）について 

○今後の検討課題について 

 

Ⅲ．技術者制度及び技術検定について                  

 

（１）建設業法における技術者制度について 

建設工事では、適正かつ生産性の高い施工を確保するため、高い技術力を有する

技術者を工事現場ごとに配置する必要があり、建設生産物や建設工事の施工の特性

を踏まえ、現場配置された技術者は、工事現場において適正な技術的判断や確認を

行うとともに、問題が発生した際に臨機応変に対応できる専門技術・知見が求めら

れる。 

このような建設工事の特性を踏まえ、建設業法では、建設工事の施工にあたり、

工事現場において施工の技術上の管理を統括する者として、監理技術者又は主任技

術者の配置が義務付けられており、これら監理技術者又は主任技術者の要件の１つ

として、技術検定の合格者である施工管理技士の資格を求めている。 
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国土交通省では、終戦後、建設業者の乱立と悪質行為の増加の予想から、昭和 24

年（当時は「建設省」）に建設業者の登録制度と工事現場において施工の技術上の

管理をつかさどる「主任技術者」を義務づけた。 

また、昭和 46 年には、不良不適格業者による粗悪工事、労働災害、公衆災害の

発生や下請保護等の強化により、下請金額が一定金額以上の工事には、より経験・

能力の高い「監理技術者」の設置を義務付けた。 

その後、昭和 62 年には、技術と経営に優れた企業が成長できる環境整備が求め

られ、指定建設業※の監理技術者は、１級施工管理技士などの技術水準が高度で客

観的に確認できる国家資格者に限定された。 

※施工技術の総合性、普及状況その他の事情など、その社会的責任の大きさに鑑み定められ

た建設業。現在、指定建設業として、土木工事業、建築工事業、電気工事業、管工事業、鋼

構造物工事業、舗装工事業、造園工事業の 7業種が定められている。 

なお、建設業法では、建設業の許可を受ける業種について、営業所専任技術者の

配置を求めており、営業所専任技術者の要件の１つとしても施工管理技士の資格を

求めている。 

 

（２）技術検定について 

国土交通省では、施工技術の向上を図るため、建設業者の施工する建設工事に従

事し又は使用とする者について、技術検定を実施している。 

この技術検定は、まず、昭和 35年度（当時は「建設省」）に、建設機械が大型化

し、高性能化した点を踏まえ、機械化施工の中軸となるべき技術者を確保するため、

「建設機械施工技術検定」が実施された。 

その後、昭和 44 年度に、増大する大型土木工事に対処し、土木工事の施工管理

を行う技術者を要請確保する趣旨から「土木施工管理技術検定」が追加された。更

に他の種目も追加され、これまでに７種目の技術検定が創設されている。 

技術検定は、１級・２級ごとに、知識を評価する「学科試験」及び学科試験合格

者（免除者を含む）を対象とした応用能力を評価する「実地試験」があり、「学科

試験」及び「実地試験」の合格者が「施工管理技士」を称することができる。 

技術検定の合格者は、技術者として工事現場に配置されることから、技術検定の

受験にあたり一定期間の実務経験を求めており、受検要件として、最終学歴及び指

定学科・指定学科以外の区別等により、必要となる実務経験期間が規定されている。

なお、より高度な内容の経験を経た場合は２年間の実務経験期間の短縮措置が適用

されるなど、技術検定において実務経験は重要とされている。 

 

（３）実務経験について 

実務経験については、認められる職務等や従事した立場が、受注者、発注者、設
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計者等のそれぞれの立場において定められている。なお、各業種区分に対応してい

る技術検定の６種目（土木、管工事、造園、電気通信工事、建築、電気工事）の実

務経験については、他の種目と重複して申請することはできない。これらの規定に

ついては、指定試験機関が受検申請者に対し検定種目ごとに作成する「受験の手引

き」で明示されている。 

受検者は、受検申請時に所属企業が証明した「実務経験証明書」を提出すること

となっている。この所属企業の証明については、受検者の旧所属企業分を含め、現

在受検者が所属している企業（以下、「証明者」という。）が実務経験の内容を証明

することになっている。 

 

Ⅳ．不正受検事案の概要と課題               

今回の不正受検の内容は「認められない実務経験による受検」、「実務経験期間の

不足」、「実務経験期間の重複」に大別され、これらは受検者及び証明者の理解不足・

ミスのほか、受検者及び所属企業による虚偽・不正によるものもあった。 

これら不正受検によって施工管理技士資格を取得した者の中には、工事現場での

監理技術者・主任技術者や営業所専任技術者として配置された者もおり、建設業法

第 26条（主任・監理技術者）、同法第 7条・15条（営業所専任技術者）に違反する

ものである。 

なお、幸いにも現時点において不正受検による資格取得者が配置された工事現場

において粗悪・不良工事や工事事故等は確認されていないものの、消費者の信頼が

揺らぎかねない事態を早急に改善していく必要がある。 

（１） 受検者・証明者の理解不足・認識不足等 

① 受検要件として認められる実務経験は「受験の手引き」に記載があるものの、

受検者の理解不足やミスなどにより、認められない工事内容等で受検してい

た。 

② 技術検定の実務経験は、他の技術検定（建設機械を除く）との実務経験の重

複は認めてないが、複数の種目の技術検定において重複する実務経験期間を

申請し受検していた。 

③ 「建築」の技術検定では、電気工事を下請けに出した場合において、自社で

は電気工事の施工を行っていないのに、「電気工事」の実務経験として計上し

て受検していた。 

④ 証明者は、いずれの場合においても、受検要件としての実務経験の内容を確

認・理解せずに、受検者が作成した実務経験の証明を行っていた。また、実

務経験の内容を照合するための工事経歴等の記録・管理が十分になされてい

なかった。 

（２） 受検者・証明者による虚偽・不正 

① 不正事案の中には、実地試験における経験記述に関し、所属企業の役員から
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受検者自らが経験していない実務経験を記載し模範解答による解答を行う

よう指導するとともに、虚偽・不正の発覚を防止するため、受検申請の際の

申請時期・発送場所や上記の解答内容の調整を指導している実態が明らか

となった。 

② 受検者が作成した実務経験証明書の内容を確認するのではなく、証明の押

印済みの実務経験証明書を受検者に配布している実態も明らかとなった。 

③ 不正受検を行った場合、受検者については、合格の取り消しや 3 年以内の

受験禁止措置といったペナルティの規定があるが、実務経験証明書の証明

者に対してのペナルティの規定はない。 

 

Ⅴ．技術検定不正受検防止対策の提言            

今回の不正受検では、実務経験の証明者の役割が曖昧であることに起因した、実

務経験の内容の理解不足や申請ミス等によるものが多くあった一方で、所属企業主

導による虚偽・不正による受検を行っている事案もあった。 

このことから、「理解不足による申請ミスの防止対策」、「受検者及び証明者によ

る虚偽申請の抑止」の２つの観点から、不正受検防止対策について提言を行うもの

とする。 

本提言を踏まえ、国土交通省及び指定試験機関は、実施可能な防止策から速やか

に導入・実施するとともに、関係者による詳細検討が必要な防止策について速やか

に検討に着手こととを求める。なお、本提言では、検討会での議論を踏まえ、令和

３年度中に導入すべき防止対策を「◎」、今後の検討を踏まえたうえで導入するべ

き防止対策を「○」として整理している。 

 

【対策一覧】 

＜理解不足による申請ミスの防止対策＞ 

対策① ：証明者による受検者経歴等の根拠資料の保有の周知徹底【◎】 

対策② ：所属企業ごとに実務経験の証明を求める方法への見直し【○】 

対策③ ：「受検の手引き」の記載内容の改善【◎】 

対策④ ：チェックリストの活用【◎】 

＜受検者及び証明者による虚偽申請の抑止＞ 

対策⑤ ：受検申請書類の電子申請化と既存データベースとの連携【○】 

対策⑥ ：試験問題の見直し【○】 

対策⑦ ：実務経験の証明に関する立入検査の実施【◎】 

対策⑧ ：企業名公表【◎】 

対策⑨ ：企業へのペナルティの明確化【○】 
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１．理解不足による申請ミスの防止対策 

① 証明者による受検者経歴等の根拠資料の保有の周知徹底【◎】 

・課題として、社内のチェック体制、情報管理体制が不十分であることを踏ま

えた対策として、国は、証明者となる企業に対し、証明者の役割、および、実

務経験の証明に必要となる根拠資料の保有を求めることを周知・徹底するこ

と。 

② 所属企業ごとに実務経験の証明を求める方法への見直し【○】 

・実務経験の証明の信頼性向上のため、現在の所属がすべての実務経験の証明

を行う方法から、企業ごとに証明を求める方法に改めることが望ましいと考

えられる一方で、転職者が多い業種であること、担い手確保が課題である現

状も踏まえ、実務経験があるにもかかわらず旧所属の証明が得られないため

に受検資格が得られないなどの受検者の不利益の発生は避けなければならな

い。 

・ついては、現場の実態を踏まえ、周知期間の確保、旧所属企業の役割の明確

化（離職後の受検者の証明について、証明を拒むことが無いよう企業に要請）、

所属企業が倒産等により証明が得られない場合の代替案など、受検者への負

担軽減を検討し、十分な周知を図ったうえで、企業ごとに証明を求める方法

に見直すこと。 

 

③ 「受検の手引き」の記載内容の改善【◎】 

・試験機関は、受検者及び証明者の理解不足による申請ミスを防ぐため、受検

資格や実務経験の要件、実務経験期間の重複禁止、証明者の役割等を分かり

やすく記載すること。 

 

④ チェックリストの活用【◎】 

・学歴に応じた実務経験年数や実務経験の対象範囲など受検申込時に確認すべ

きことが多いため、ミスや認識不足を避けるために確認すべき項目や間違い

やすい項目をまとめたチェックリストを活用すること。 

・チェックリストについては、受検者および証明者の双方のミス防止に有効と

考えられるため、両者がチェックしたものを提出させること。 

 

２．受検者及び証明者による虚偽申請の抑止 

⑤ 受検申請書類の電子申請化と既存データベースとの連携【○】 

・技術検定の種目間の実務経験の重複チェックや、既存データベースを活用し

た実務経験確認などを目指し、技術検定の受検申請については電子化の取り

組みを加速化させること。 

・電子申請化により、試験機関は受検申請時の受検者情報をデータベース化し、
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試験機関の間でデータの共有を図ることで、他の種目の技術検定との実務経

験期間の重複の確認等が円滑に実施できる。 

・ＣＯＲＩＮＳやＣＣＵＳなどの既存データとの連携により、受検者の実務経

験の確認の効率化や申請書類の簡素化にも資すると考えられる。 

 

⑥ 試験問題の見直し【○】 

・実地試験における経験記述については、出題分野や設問内容の多様化を進め

ることにより、受検者が模範解答例の暗記では解答できないような問題に見

直すべきである。 

・受検者が経験した工事ではなく、モデル的な工事を設定した上で諸条件下に

よる施工管理の実施方法を解答させる出題方法への見直しなど、受検者が実

務経験で得た知識・知見に基づき課題への対策を解答させる内容とするなど

が考えられる。 

・上記の見直しにあたっては、土木や建築など様々な工事分野を抱える種目に

おいても公平性が確保できるよう配慮するとともに、難問化による得点率の

低下などにも留意し、応用能力を測ることができる問題の開発に取り組むこ

とも重要である。 

 

⑦ 実務経験の証明に関する立入検査の実施【◎】 

・不正受検事案の発生を受けて、今年度から実施する建設業法令遵守推進本部

活動に基づく立入検査において、実務経験証明書の企業の証明についても検

査対象とされているが、適切に実務経験の確認が行われていない場合には、

速やかに指導、勧告を行うなど是正させること。 

 

⑧ 企業名公表【◎】 

・立入検査の結果や駆け込みホットラインへの通報などによる調査の結果、企

業の証明に重大な不備がある場合や、不正に資格を取得した者を現場に配置

している場合など、社会的な影響が大きい案件については、消費者保護の観

点及び他企業の不正抑止の観点を踏まえ、国土交通省から企業名を公表する

こと。また、企業側に客観的な原因分析結果や再発防止策の公表を求めるこ

と。 

 

⑨ 企業へのペナルティの明確化【○】 

・技術検定の合格は、建設業が配置しなければならない技術者の要件となって

いるため、実務経験が不足している者を合格させることは、不適格な技術者

を輩出していることと同義であり、建設業許可から個別工事の請負契約まで

建設業全般に影響を及ぼす不正行為と言える。 

・したがって、受検者個人への合格取消しや３年間の受検禁止などの個人への

ペナルティだけでなく、受検者が所属する企業へのペナルティについても厳
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格な適用を行っていくべきである。 

・具体的には、これまでも不正に合格した者を技術者として配置している場合

は監督処分を適用しているところであるが、継続的に虚偽の実務経験の証明

を行っている上に不正に合格した者を繰り返し技術者として配置している場

合など、悪質な事案については、監督処分の厳格化や罰則の適用の可能性な

どペナルティの強化策について検討するべきである。 

・併せて、不正抑止の観点で、「実務経験証明書において虚偽の証明を行い、不

正合格者を技術者としている場合、建設業法上の処分・告発の対象になり得

る」旨を実務経験証明書に記載するべきである。 

 

Ⅵ．今後の課題、技術者制度全体に関わる意見等       

本検討会では、不正受検防止に関する議論のほか、技術者制度全体にも関わる意

見も挙げられた。 

これらの課題については、技術検定の不正受検防止対策のみならず、技術者制度

のあり方そのものの議論が必要であることから、別途、建設業の将来像や、担い手

の確保策等も含めて検討を行うことが望ましい。 

（１）実務経験の期間等について 

・現行の実務経験要件としての期間は、受検者にとって厳しすぎるとの意見もあ

るため、担い手確保の観点も踏まえ、実務経験の短縮や実務経験のあり方につ

いて検討が必要ではないか。 

（２）受検要件としての実務経験の必要性について 

・建築士など他の国家試験と同様に、実務経験は受検前だけでなく、受検後に実

務経験を積むことについて検討が必要ではないか。 

・実務経験が長い受検者は、実地試験における経験記述を省略する方法も考えら

れるのではないか。 

（３）実務経験の内容・区分について 

・今後の日本人技術者の海外展開を考えた場合、海外では土木・建築を区分しな

いため、技術検定の実務経験として認められない可能性もあることから、実務

経験の内容・区分についても検討していくことが必要ではないか。 

・海外工事の実務経験は、APEC エンジニアとの相互認証なども踏まえ、将来的

な検討課題として残しておく必要があるのではないか。 

 

以上 


